
１．はじめに

（気候学を含む広い意味での）気象学は私たちに馴

染み深い日々の天気の移り変わりから数万年以上にい

たるさまざまな時間・空間スケールの大気現象と気候

変動・変化を研究の対象にしている．この分野の研究

者にとって，人間活動への影響や人間活動による影響

も，重要な研究の分野でもあり，また研究の動機にも

なっている．これから先の地球の気候はどうなるか，

という問題も，地球の気候研究も，当然この分野の研

究者の関心事であり，また，社会からこの分野の研究

者に期待される課題である．そもそも気象学は，人と

自然の係わり合いを考えるところから出発したはずで

ある．

20世紀後半から地球環境の危機がさまざまなかたち

で指摘されてきたが，21世紀に入っても地球環境は決

して良くなっているとはいえない．温室効果ガス増加

の抑制に向けた国際的な取り組みを含む「地球温暖

化」への対策など，進められている面もあるが，水資

源，大気や水の汚染問題，生態系の破壊など，地球環

境全体としてはより深刻化しているといっても過言で

はない．世界の自然科学者の集まりである Interna-

tional Council for Science（ICSU：国際科学会議）

と人文社会科学者の集まりである International
 

Social Science Council（ISSC：国際社会科学協議

会）が中心となって，地球環境変化研究と持続可能な

地球社会の構築をめざしたFuture Earthという新し

い国際的な枠組みが動きつつある．Future Earthは，

地球環境変化を包括的に理解しつつ，持続可能な人類

社会の構築に向けて，研究者だけでなく，社会全体と

して行動を提起していこうという枠組みである．本稿

では，まだ端緒についたばかりのFuture Earthの設

立経緯と現在の動向を説明し，今後，気象学コミュニ
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約１万年前の農業革命により人類の文明が開始されたが，特に産業革命以降，人類は地球の気候と環境を大きく

変えつつある．このままでは，人類の生存基盤である地球の環境自体が危うくなり，「地球の限界」を超えて，地

球環境が劇的に変化する tipping pointsに近づいているとの指摘もなされている．人類を含む生命圏の持続に向け

た統合的な研究と方策が喫緊の課題となっている．地球環境変化研究の４つの国際プログラム（WCRP，IGBP，

DIVERSITAS，IHDP）が進められてきたが，人類活動による地球システム変化の理解に基づく人類・生命圏の
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である．このための国際的な枠組みとして，Future Earth計画が ICSU（国際科学会議）や関連国連機関などと

の連携により2013年に正式に発足した．世界人口の60％以上を占め，人類全体の経済活動の大きな部分を占めてい

るアジアは，環境の悪化も劇的に進んでおり，アジアでの環境問題の解決と持続可能な社会達成なしに地球全体の

持続可能性の追求は不可能である．Future Earthにおける日本の主導的役割は非常に重要である．
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ティとして，また地球環境問題においても世界の経済

活動においても重要な地域であるアジアの一員として

の日本は，Future Earthにどう取り組んでいくべき

か，私なりの提案も含めて紹介したい．

２．今なぜ，Future Earthなのか？

大気圏・水圏・地圏・生命圏からなる地球表層は，

ひとつのシステムとして構成されている．人間圏とも

よばれる人類活動もこのシステムに含めて，このシス

テム全体を地球システムと仮によぶことにする．地球

システムは，エネルギーの流れ，水や物質の循環，生

態系など，多くの要素が複雑にからみあった動的平衡

系として長い時間をかけて進化し，維持されてきた．

私たち人類は，生命圏の一員として出現してきたわけ

であるが，人間圏としてこの地球システムをさまざま

に利用して，現在の人類の文明を築いてきたといえ

る．地球環境ということばは，人類の生存に密接に関

係した地球システムの状態として定義できよう．

人類が出現し現人類へと進化してきた数百万年前か

ら現在に至るまで，地球システムは中高緯度の大部分

が氷床・氷河に覆われた寒冷な気候の時期（氷期）

と，氷床・氷河が大きく後退し温暖な気候の時期（間

氷期）が，数万年から10万年の周期で繰り返す氷河時

代（Ice Age）とよばれる状態にある．第１図に示す

ように，約１万年前に最終氷期が終わり，完新世

（Holocene）とよばれている温暖で比較的安定した間

氷期の気候の下，約８千年前に人類はイネ・麦を中心

とする農業を発見（あるいは発明）し，人類の文明が

開始された．この農業革命は，同時に，人類が地球シ

ステムを能動的に改変する第一歩となった．18世紀の

ヨーロッパで開始された産業革命はさらに，石炭・石

油などの化石燃料の利用により，大気組成の改変や

水・物質循環の変化などを引き起こし，特に20世紀後

半以降には，地球システムの改変が気候だけでなく，

第２図に示すように，多くの環境要素を大きく変えつ

つある．特に産業革命以降，地球環境に対する人間活

動の影響は急速に顕在化しており，現在は，地球史の

中でも，人類が大きく地球システムを変えつつある時

代であるとして，オゾンホール研究で有名なCrutzen

は，Anthropocene（和訳は人類世あるいは人新世）

と命名している（Crutzen 2002）．

３．地球環境変化研究の国際的な統合の必要性

3.1 地球の限界？

人間活動によるこのような地球システムの改変と地

球環境の悪化についての懸念は，1972年にローマクラ

ブによる「成長の限界」（メドウズほか 1972）ですで

に指摘されていたが，地球環境変化に関する危惧が本

格的に指摘されだしたのは，1980年代以降，地球気候

の温暖化が急激に顕著になってからである．しかしな

がら，地球環境変化は，地球温暖化に限らず，さまざ

まなかたちで進行している．例えば，Rockstrom et
 

al.（2009）では，第３図に示すように，地球システ

ム変化に関与している指標として重要な10の要素（気

候変化，海洋酸性化，成層圏オゾン減少，窒素循環変

化，リン循環変化，全球的な淡水利用，土地利用変

化，生物多様性減少，大気へのエアロゾル負荷，化学

物質汚染）について，生物多様性，窒素循環，気候変

化（温暖化）については，すでに限界を超えてしまっ

ていると警告を発している．さらに，いくつかの要素

についても限界を超えつつあり，地球システムはいわ

ば「地球の限界」に達しつつあり，地球環境がじわじ

わと変化するだけでなく，劇的に変化する tipping
 

point(s)に近づいているとの指摘もなされている．

3.2 地球環境変化研究の国際プログラムの統合・

再編

このような地球環境変化の実態解明とメカニズム，

そして将来の予測に向けた研究を国際的に組織的に進

めるため，ICSUはいくつかの国際組織，国連組織と

〝天気"62．9．

第１図 大気中の二酸化炭素濃度：（上）西暦
1000年以降の変化，（下）過去40万年の
変化（UK Met Officeのホームページ
（http://www.metoffice.gov.uk/cli

 
mate-change/guide/faq）を 元 に修
正）．
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合同で，あるいは単独で，４つの地球環境変化研究プ

ログラム（GECs）を立ち上げた（第４図）．年代順

には，WCRP（World Climate Research Pro-

gramme：世界気候研究計画）が1980年に，IGBP

（International Geosphere-Biosphere Programme：

地球圏生物圏国際研究計画）が1986年に，DIVER-

SITAS（生物多様性科学国際共同研究計画）が1991

年に設立され，最後に ISSCと ICSUの合同で IHDP

（International Human Dimensions Programme on
 

Global Environmental Change：地球環境変化の人間

的側面に関する国際研究計画）が1996年に設立され

た．これらのプログラムを通して，世界の関係研究者

により組織的な研究プロジェクトが進められ，すでに

多くの研究成果が出されている．例えば「地球温暖

化」研究については，さまざまな不確定な問題も含み

ながら，WCRPや IGBPに関係した研究者を中心に

組織された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）

が，温暖化の実態と解明，予測，そして影響評価を進

めている．最新の IPCC報告（IPCC 2013）は，地球

気候の近年の温暖化は，人間活動による温室効果ガス

増加がその原因であることをほぼ断定した．

しかしながら，地球システムの構成要素は単独で成

り立っているわけではなく，お互いに絡みあった複雑

系としての地球システムを構成しており，ある要素だ

けを取り出しての研究では不十分であり，したがっ

て，この問題の解明には，多くの研究者コミュニティ

の連携・協働で進める必要があり，上記の４つのプロ

グラムの連携・協働体制の強化が2001年のアムステル

ダムで開催された地球変化国際会議で初めて提案され

た．この提案は，地球システム科学パートナーシップ

（ESSP：Earth System Science Partnership）という

４つのプログラムの弱い連携を図る枠組みとしてまず第２図 地球温暖化による (a)全球平均気温の
変化と予測，(b)北半球海氷面積の変化
と予測（赤色：対策なし，青色：可能な
限りの厳しい対策）（IPCC 2013）．

第３図 地球システムの状態を示すいくつかの指
標：生物多様性の減少，気候変化，窒素
循環は，安定状態（緑色）の限界を超え
ている（Rockstrom et al.2009)．

第４図 ４つの地球環境変化研究プログラム
（GECs）の年代図．WCRP（世界気候
研究計画）が1980年に，IGBP（地球圏
生物圏国際研究計画）が1986年に，

DIVERSITAS（生物多様性科学国際共
同研究計画）が1991年に設立され，最後
に ISSCと ICSUの合同で IHDP（地球
環境変化の人間的側面に関する国際研究
計画）が1996年に設立された．
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設立された．ただ，ESSPは独自の予算を持たなかっ

たことなどから，その役割は限定的であった．

Future Earthは，ESSPを再編し，学際的な研究を

より強化するために，ICSUに加え ISSCがプログラ

ムを支える親組織として正式に加わった．さらに，環

境研究の推進を進めてきた国際連合傘下の組織である

国連環境計画（UNEP），国連教育科学文化機関

（UNESCO），国連大学（UNU），世界気象機関

（WMO）に加え，主要な先進国の財政機関からなる

ベルモントフォーラム（Belmont Forum）と環境変

化研究担当財政省国際グループ（IGFA：Interna-

tional Group of Funding Agencies for Global
 

Change Research）もFuture Earthの親組織に加

わって，第５図のような組織が合同で，強固な国際プ

ログラムとして2013年春に正式に提案されることに

なった．

3.3 成長の限界と「持続可能な開発」の再定義

一方，メドウズほか（2005）が「成長の限界―人類

の選択」で示した，概念モデルによる21世紀の仮想地

球社会予測では，地球規模の汚染対策を講じない場合

（第６図A）と講じる場合（第６図B）で，社会の持

続性に大きな違いが出ると予測している．汚染対策を

しない場合（第６図A），まず食糧生産（農・水産

業）に負の影響が現われ，やがて人口や工業生産にも

悪影響が出てきて，21世紀半ば頃から人口も工業生産

も減少に転じ，持続不可能な状態に至るとの予測が示

されている．

ではどのようにすれば第６図Bのような持続可能

な地球社会が構築できるのであろうか？ 前述の地球

人間システムの要素間の相互作用も考慮して，資源，

人口，工業生産，食糧，汚染など，人間と自然の相互

作用を含む地球システムに関するさまざまな要因を考

慮した，統合的な地球社会モデルの構築を進めていく

必要があろう．しかし，そこで重要なことは，地球シ

ステムの統合的理解に加えて，人類が目指すべき未来

の地球社会のかたちを，人類共通の目標として持つこ

とであろう．最近国連で議論されて同意に至った持続

可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development
 

Goals）では，未来から現在を見る視点で，将来の地

球社会のいくつかの目標を定めた．例えば，１）生命

及び全ての人々の生活の繁栄，２）持続可能な食糧安

全保障，３）持続可能な水安全保障，４）クリーンエ

ネルギーの普及，５）健全かつ生産的な生態系，６）

持続可能な社会のためのガバナンス などである．こ

れらの地球社会の持続性を満たす要因の指標化作業

が，国連を中心に動き出している（Griggs et al.

2013）．

では，地球システムの統合的理解と，人類が目指す

べき未来の地球社会像の共有，そしてそれを踏まえた

持続可能な社会のためには，今，何が必要であろう

か．

第５図 Future Earthの 運 営 組織（Future
 

Earth 2013）．

第６図 地球規模の汚染対策を講じない場合
（A）と講じる場合（B）の仮想地球社
会（メドウズほか 2005）．縦軸は，それ
ぞれの要素の2000年における値を規準に
した相対値を示す．
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４．Future Earth―地球社会の持続性へ向けて

4.1 Future Earthの目的と意義

地球システムが「地球の限界」近づきつつあるので

はないか，という懸念は，人類の生存基盤である地球

環境の変化の実態を詳細に見守りつつ，人類がいかに

この変化に立ち向かい，人類と生命圏の持続可能な状

態に転換できるかに向けた統合的な研究と方策の提案

が喫緊の課題であることにつながっている．このよう

な人類・生命圏の持続的な生存基盤の追求には，人類

活動による地球環境への影響評価だけでは不十分で，

どのような人類社会を目指すべきか，文明の在り方な

どの価値観を含む考究も必須であり，そのために自然

科学と人文・社会科学との文理融合の学際的研究が必

要である．さらに，持続可能な社会へ向けた転換のた

めには，科学者と他のステークホルダー（政策担当

者，実業者，市民など）との超学際的連携・協働が必

要である．Future Earthはこのような学際，超学際

的な連携・協働の枠組みも含んで設計されつつある．

特に，超学際的連携・協働のために，これまでの科学

研究プロジェクトでは考慮されなかった研究者コミュ

ニティ以外のステークホルダー（政策担当者，経済

界，市民団体など）も必要に応じて研究立案の段階

や，研究成果の活用に積極的にコミットする（co-

design & co-production）というアイデアも計画に

入っている（第７図）．まさに，「社会のための科学」

あるいは「社会の中の科学」として，global sus-

tainability studyを位置付けているわけである．

4.2 Future Earthの目標と研究課題

人間活動の地球システムへの働きかけで地球環境変

化が生じているが，その変化をどう最小限に食い止め

られるか，あるいは，人類の福祉という視点からどこ

までその変化を許容できるかを，地球システムの限界

条件を考慮しながら，ローカルスケールから地球ス

ケールで探求していくことが必要である．Future
 

Earthは，このような問題の解決を通して，持続可能

な地球社会へ向けた道筋をつけることをめざすプログ

ラムになっている．（Future Earth 2013）

このような目標にもとづき，Future Earthでは，

これまでの地球環境変化研究や持続可能な開発目標に

関する研究等を踏まえ，第８図のように，以下の３つ

の大きな研究課題の枠組みを設定している．

●ダイナミックな地球の理解（Dynamic Planet）

地球システムの理解を進めると同時に，人間活動に

よって，地球システムがどのように変化しているか

を理解する．

●地球規模の開発（Global Development）

食糧，水，生物多様性，エネルギー，物質，及びそ

の他の生態系機能とサービスの持続可能な利用を含

む，人類に喫緊の課題に取り組むための知識を提供

する．

●持続可能な地球社会への転換（Transformation to
 

Sustainability）

持続可能な未来に向けての転換のための知識を提供

する．転換プロセスと選択肢の理解，これらと人間

第７図 科学と社会との共創の模式図（Cornell
 

et al. 2013）．
第８図 Future Earth計画で進める研究の３つ

のカテゴリ．
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の価値と行動，新技術及び経済発展の道筋との関係

を評価する．

現在，気象学会などで通常行われている気象学・気

候学関連の研究の大部分は，最初のテーマ（Dynamic
 

Planet）に入るであろうが，Future Earthとして重要

なことは，第二，第三の課題の研究者や実務担当者の

グループとも，データや情報の共有や密接な連携をし

つつ，「社会のための科学」として研究をすすめる態

度であろう．

4.3 Future Earthの組織

このようなFuture Earth計画の国際的な遂行のた

めに，第９図のような国際組織を設立している．3.2

でのべた国際組織・機関の代表が当面そのメンバーと

なった全体を統合する評議会（Governing Council）

の下に，科学委員会（Science Committee）と，社会

のステークホルダーを代表する関与委員会（Engage-

ment Committee）が設置されている．これまでの地

球環境変化研究プログラムとちがい，科学委員会だけ

でなく，関与委員会があり，科学委員会はFuture
 

Earth全体の学際，超学際的研究の推進を行い，関与

委員会は科学的知識を社会に適切かつ有効的に提

供し，科学と社会の連携を密接に図る戦略的なアド

バイザーグループ的役割をしつつ，協力してFuture
 

Earthの推進をする体制になっている．Future Earth

を国際的に遂行するための五カ国国際合同事務局（日

本，スウェーデン，仏，米，カナダ）と，世界の４地

域（アジア，ヨーロッパ，南北アメリカ，中近東・北

アフリカ）の地域事務局が設置された．

日本の国際合同事務局は学術会議を中心とする日本

コンソーシアムで運営し，東大サステイナビリティ学

連携研究機構に事務局が設置された．アジア地域の事

務局は著者が所属する総合地球環境学研究所（京都）

に設置された．なお，日本国内での実行体制は，現在

のところ，学術会議の「Future Earthの推進に関す

る委員会（Future Earth委員会）」が，関連研究機関・

大学や研究者以外の組織も参加している日本コンソー

シアムと連携を取りつつ，進めている．

当面10年計画として提案されているFuture Earth

の初期設計報告は2015年４月に出されている．詳細

は，ICSUの以下のウェブサイトに掲載され，常に

アップデートされている．

http://www.futureearth.org/

５．アジアにおける Future Earthの重要性

5.1 豊かなモンスーンアジア

まず理解しておくべきは，日本を含む東アジア，東

南アジアと南アジアにまたがるモンスーンアジアに

は，世界の人口の60％以上が集中しているということ

である（ちなみに面積は，全陸地の15％弱程度であ

る)．この高い人口の集中を可能にしている生業基盤

は，狭い土地でも高い収量が可能な集約的な水田稲作

農業であり，この農業を可能にしているのが，高い降

水量（雨季には1000mm以上）が集中するモンスー

ン気候である．雨の多いモンスーン気候とも相まっ

て，地形の隆起，侵食，そして土砂の堆積が活発であ

る．この地域の山々は常に削られ，そして川沿いの谷

間には常に新しい土砂に覆われる沖積地が作られ，河

川の下流には沖積平野やデルタが形成される．稲の起

源と進化は，モンスーンアジアでの多様な気候・生態

系の中に形成された沖積地で展開され，現在の水田稲

作農業も，豊富な雨に加えて，このような地形的条件

が重要である（虫明 2002）．日本においても，水田

は，約70％の面積を占める山岳地域にまるで神経網の

ように入りこんだ谷間の低地や沖積平野に，まさに

「日本の原風景」を作るように拡がっている．穀物自

給率でみても，この地域は，ほとんどの国で100％前

後の高い自給率を示しており，例えば大部分の国々が

50％を切っているアフリカ大陸の諸国とは対照的であ

る（日本のカロリーベースの穀物自給率は40％程度で

あるが，米に限れば95％以上を維持している)．モン

スーンアジアにおける近代化以前から封建国家体制と

伝統文化の長い歴史は，まさにこの豊かな自然を背景第９図 Future Earth計画の国際組織図．
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にした持続性の高い水田稲作農業を基盤として成り

立っていたといえる．

5.2 環境汚染が進むモンスーンアジア

いわゆる「グローバリゼーション」に伴い，近年の

中国，韓国，インド，東南アジアの経済発展はめざま

しいものがあるが，それを可能にした基層には，上述

のように，水田稲作農業を基盤とした伝統的社会の成

熟があったと考えられる．一方で，急激すぎる経済発

展と都市化，特に，第10図に示すように，人口1000万

以上の巨大都市の急激な増加に伴い，この地域での大

気・水・土壌などの環境汚染の進行も世界の中で最も

酷い状況にある．COなどの温室効果ガスだけでも，

モンスーンアジア地域での総排出量は2005年現在で，

世界の30％を超え，北米地域，ヨーロッパ地域を凌い

でいる．温室効果ガスのみならず，人為起源の（硫酸

塩，硝酸塩，ブラックカーボンなどの）エアロゾルな

どは，地球大気への最大の大量放出源になっている．

例えば，第11図では，ブラックカーボンによる放射強

制力変化の分布を示している．これらの物質は，局地

的な大気汚染に留まらず，地球表面への大気の放射収

支を変化させることにより，全球的な気候やアジアモ

ンスーン気候そのものを変化させつつあることが最近

の研究により指摘されている．大量の化学肥料を用い

た大規模農業化や工業活動，モータリゼーションの急

速な進展は，大量の窒素化合物を河川・湖沼や土壌に

蓄積させ，地域，国レベルにとどまらず，全球的な窒素

循環を大きく変えつつあり（Galloway et al. 2008；

Liu et al.2008），全球レベルでみた地球環境の限界を

すでに超えていると指摘されている（Rockstrom
 

et al. 2009）．モンスーンアジア地域では，夏と冬で

大きく異なる地上と上空の風系と梅雨前線なども含む

広域の連続した降水システムおよび地表を覆う広い河

川網のため，ある地域からの汚染物質の放出が，容易

に広域に移流・拡散し，長期的にはこの地域の大気・

海洋・陸面全体に影響が拡がりやすい．このような大

気・水（海洋）汚染問題の軽減と解決には，日本一国

ではなく，少なくともモンスーンアジアの各国が協力

して進める枠組みが必要である．このことは，原発か

らの放射能汚染でも同様である．

5.3 アジアにおける持続可能な社会へ向けて

このように，アジア地域は，豊かな自然条件の下

で，持続性の高い伝統的な生業社会を基盤にして，著

しい経済発展をしてきた，あるいはしつつあるが，そ

の負の側面として，地球規模でみても環境汚染の一大

ホットスポットなっている．このようなアジアにおけ

る環境変化にどう対処し，新しいかたちでの持続的で

生存可能な社会への転換に向けた舵切りができるか，

という課題は，Future Earthの目標とする地球全体

の持続可能性の追求にとっては最も喫緊でボトルネッ

クとなる問題であろう．日本はこのところ，経済発展

ではやや停滞気味ではあるが，環境対策や省エネにお

ける「最先進国」として，また，伝統的な持続社会を

かつて築いていた国として，この問題の解決に向けた

国際的な共同研究と連携・協働における日本の主導的

役割は非常に重要であり，Future Earthの国際コ

ミュニティにおける期待も非常に大きい（Yasunari
 

et al. 2013）．

６．まとめにかえて

Future Earthは，以上の説明のように，非常に大

きな国際プログラムとしてスタートしているが，気象

学・気候学コミュニティの役割も重要である．気候研

究を国際的に進めてきたWCRPは今のところ，

Future Earthの枠組みには正式には入っていないが，

Belmont Forumは，その国際共同研究課題（CRA：

第10図 世界の巨大都市の分布．

第11図 ブラックカーボンによる放射強制力変化
のグローバル分布（IPCC 2013）．
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Collaborative Research Action）のひとつとして，

今年から「気候予測可能性と地域間連携」という課題

の公募を開始している．（Belmont Forumには文部

科学省が参加し，日本における公募関連の業務は科学

技術振興機構（JST）が行っている．）また，北極地

域の持続可能性を研究する課題も進めている．いずれ

も，Future Earthの枠組みを念頭に，学際的連携に

加え，関連する社会のステークホルダーとの協働で研

究を進めるということが義務付けられている．気象

学・気候学の研究を，地域や地球の未来を見据えた研

究にしていくためには，狭い意味での学会だけで研究

を閉じるのではなく，社会の中で意味のある研究とし

て位置づけて進める必要があろう．気象学・気候学

は，地球システムの中でも非常に重要な部分を扱って

いる分野である．特に若い研究者の方々には，

Future Earthをきっかけとした科学の新たなモード

への展開に，ぜひ積極的にコミットしていただくこと

を期待したい．
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Abstract
 

The human civilization started since the agricultural revolution in about 10 thousand years ago,but
 

particularly after the industrial revolution the human activity has been changing the climate and environ-

ment of our planet earth.Some recent studies have suggested the earth environment is approaching a

“tipping point”,crossing over our“planetary boundaries”when the earth environment would drastically
 

and irreversibly be changed.The four global environmental change programs(WCRP,IGBP,DIVER-

SITAS and IHDP)have been conducted to understand the earth environment change including the impact
 

of human activities.However,to pursue the sustainable basis of the biosphere and human society,we need
 

to promote interdisciplinary studies of natural,social and humanity sciences.Furthermore, to promote
 

transformation to sustainable society we need to collaborate with many stakeholders of society through
 

trans-disciplinary research and activity.Future Earth has been designed for these inter-disciplinary and
 

trans-disciplinary studies toward global sustainability. In Asia,where the recent urbanization and eco-

nomic development have been extremely rapid,and the environment has also been extremely deteriorated,

the Japanese leadership role is highly expected in the Future Earth in Asia.
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